
  1  
 

提出された意見等の概要とこれに対する考え方 

 

 

案件名 ： 兵庫県住生活基本計画の改定案 

意見募集期間 ： 令和３年 10 月 29 日～令和３年 11 月 18 日 

意見等の提出件数 ： 18 件（10 人） 

 

項目等 意見等の概要 件数 県の考え方 

第１章 

１ 位置付

け 

（本文２ページ） 

この計画は、新しい将来ビジ

ョン等を踏まえた県の住宅政策

を総合的に推進するための計画

とされているため、現在改定作

業中の「新全県ビジョン本体

案」で示されているめざす姿な

どを反映すべき。 

１ 〔計画にご意見を反映しました〕 

第３章の「２ 目標」を「安

全・安心」、「魅力・挑戦」、「持

続・循環」の３つに区分するな

ど、ひょうごビジョン 2050 や

まちづくり基本方針の改定案を

踏まえて修正しました。 

第４章４(1)

ア 災害時に

おける安全

性を踏まえ

た、住宅の

立地誘導、

規制の強化 

（本文 32 ページ） 

自然災害が頻発・激甚化する

など、災害ハザードエリアにお

ける開発抑制・移転促進は急務

であり、政策的なアプローチが

必要。 

市町の取組を後押しするため

にも、補助金等の充実や利用可

能な制度の周知・案内などの対

応が必要ではないか。 

１ 〔計画の推進に際し参考とします〕 

市町との役割分担を踏まえ、

必要な支援等について、今後の

検討の参考とさせていただきま

す。 

第４章４(1)

ウ 密集市街

地の解消及

び災害時の

避難経路の

確保 

（本文 32 ページ） 

災害時に安全な避難経路を確

保し、被害の低減や復旧・復興

を迅速化するためには、狭あい

道路の拡幅整備、緊急輸送道路

沿道建築物の耐震化に加えて、

無電柱化を積極的に推進するべ

き。 

１ 〔その他〕 

本県では、災害時の電柱倒壊

による道路閉塞を防ぎ、避難や

救急活動、物資輸送の円滑化等

を図るため、平成 31 年 3 月に

「兵庫県無電柱化推進計画」を

策定し、無電柱化を推進してい

ます。 
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第４章４(1)

オ(ｲ)  住宅

の再建等支

援 

（本文 33 ページ） 

被災後の復旧・復興、被災者

の生活再建費用、県民の自助促

進の観点から考慮すると、地震

保険の役割発揮は必要不可欠。 

南海トラフ巨大地震の発災が

懸念される中、フェニックス共

済だけでなく、地震保険の周

知・役割発揮等についても記載

するべき。 

１ 〔計画にご意見を反映しました〕 

１項目目を「自然災害で被害

を受けた住宅の再建・補修を支

援する「フェニックス共済」や

地震保険等への加入を促進す

る。」と記載します。 

第４章４(2)

ア 住宅確保

要配慮者の

居住安定確

保 

 

（本文 34 ページ） 

「ア 住宅確保要配慮者の居

住安定確保」の記載内容は、兵

庫県地域福祉支援計画の記載

（「刑務所出所者等の再犯を防

止するとともに、地域での自立

した生活を支援するため、帰来

先がない等支援が必要な人に対

し、住居や生活保護等の福祉サ

ービス受給に向けた相談・調整

等を行う。」）と連動した表現と

すべき。 

１ 〔計画の趣旨に一致しています〕 

刑務所出所者等については、

(ｲ)民間賃貸住宅の積極的な活

用、(ｳ)居住支援活動の活性化

の中で対応することとするた

め、表現は原案のとおりとしま

す。 

なお、住宅確保要配慮者の居

住安定確保に関する施策につい

ては、平成 30 年１月に策定し

た「兵庫県住宅確保要配慮者向

け賃貸住宅供給促進計画」に記

載しています。 

第４章４(2)

ア(ｲ) 民間

賃貸住宅の

積極的な活

用 

（本文 34 ページ） 

県営住宅を活用した、外国

人、ＬＧＢＴ等の安定的な住ま

いの提供や高齢者、障害者、Ｄ

Ｖ被害者など多様な住宅困窮者

に対する優先入居などの対応

を、民間賃貸住宅においても実

施すべき。 

１ 〔計画の趣旨に一致しています〕 

民間賃貸住宅を積極的に活用

した住宅確保要配慮者に対する

住まいの提供については、１項

目目の「セーフティネット住宅

登録制度」による入居を拒まな

い賃貸住宅の確保や２項目目の

「改修や家賃低廉化に対する支

援」による住宅確保要配慮者専

用住宅の確保で対応します。 

なお、本制度の関連施策は、

平成 30 年１月に策定した「兵

庫県住宅確保要配慮者向け賃貸

住宅供給促進計画」にも記載し

ています。 
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第４章４(2)

ア(ｳ) 居住

支援活動の

活性化 

（本文 34 ページ） 

民間賃貸住宅への高齢者、障

害者の受け入れには、貸主の理

解促進と管理会社の業務拡大に

対する支援（行政の担当部署並

びに介護・看護関係者との連携

など）が必要ではないか。 

１ 〔計画の趣旨に一致しています〕 

１項目目に記載の「兵庫県居

住支援協議会の活動の活性化」

の中で対応します。 

なお、本制度の関連施策は、

平成 30 年１月に策定した「兵

庫県住宅確保要配慮者向け賃貸

住宅供給促進計画」に記載して

います。 

第４章４(2)

ウ(ｲ) 良質

な高齢者向

け住宅の供

給促進 

（本文 35 ページ） 

高齢者用の緊急通報装置につ

いては、いざというときに使え

ないことも考えられるため、コ

ンセント式などの固定型ではな

く、身近に置いておける電池式

ブザーなど移動型のものを普及

させるべき。 

１ 〔その他〕 

ひとり暮らしの高齢者等を対

象とした移動型緊急通報装置の

貸与等については、市町の福祉

部局が見守りサービスの一環と

して実施しています。 

第４章４(3)

イ 高齢期に

備えた早め

の住宅改修

や住み替え

の促進 

（本文 37 ページ） 

高齢者では断熱化に係る工事

は手間もかかる上、高額となる

ため、暖房器具で対応する方が

現実的ではないか。ヒートショ

ックを防ぐという意味では、住

宅の断熱化だけでなく、浴室暖

房機の適切な利用についても周

知するべき。 

１ 〔計画の推進に際し参考とします〕 

暖房設備の利用による浴室等

の温熱環境の改善は、ヒートシ

ョック防止の観点から有効であ

ることから、(2)ウ(ｱ)２項目目

の「高齢者に配慮した住宅改修

等に関する情報を周知する」取

組の中で対応します。 

第４章４(3)

イ 高齢期に

備えた早め

の住宅改修

や住み替え

の促進 

（本文 37 ページ） 

「リバースモーゲージ」だけ

でなく、同様の制度として都道

府県社会福祉協議会が実施する

「不動産担保型生活資金」につ

いても記載すべき。 

１ 〔計画の趣旨に一致しています〕 

ご意見いただいた「不動産担

保型生活資金」は公的サービス

として実施される「リバースモ

ーゲージ」の一種であり、個々

の制度名称を追記する必要はな

いと考えますので、表現は原案

のとおりとします。 
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第４章４(3)

エ 住教育の

充実 

（本文 37 ページ） 

住生活基本計画の各目標を達

成するために最も必要なのは、

人々の意識の改革であることか

ら、特に将来を支える子どもた

ちに対する住教育について、積

極的な施策を講じるべき。 

１ 〔計画の趣旨に一致しています〕 

子どもたちに対する住教育の

充実については、２項目目に

「次代を担う子どもたちが、住

まいと暮らしについて自ら考え

る力を身につけるため、建築士

などの専門家と連携した学校等

への出前講座を行う。」と記載

しています。 

第４章４(4) 

ア 空き家の

多様な利活

用の促進 

ウ 空き家の

適切な管理

の促進 

 

（本文 39 ページ） 

人口減少が本格化する中、空

き家を「まだ使えるから」と残

していたら、今後空き家はどん

どん増える。相続される前に空

き家を処分するよう所有者に促

すなど、空き家が適正に管理・

流通しやすくなるしくみを検討

するべき。 

１ 〔計画の趣旨に一致しています〕 

第４章４(4)ウ１項目目の

「空き家予備軍に対する呼びか

けの強化」など、第４章４(4)

ア～ウに記載の各取組を実施す

ることにより、空き家の多様な

利活用や適切な管理、安心な既

存住宅を購入できる取引環境の

整備を推進します。 

第４章４(4)

ア 空き家の

多様な利活

用の促進 

（本文 39 ページ） 

空き家利活用は、所有者・利

活用者・地域の三者のマッチン

グを含む総合的なマネジメント

と、各専門家の連携や技術提案

などが必要であり、総合的な空

き家利活用対策のしくみ・体制

の構築が必要ではないか。 

また、総合的な空き家利活用

対策の体制づくりに併せて、課

題に対応できる人材の育成も必

要ではないか。 

１ 〔計画の推進に際し参考とします〕 

２項目目の「空き家に関する

情報の外部提供」のしくみや体

制を検討する中で参考とさせて

いただきます。 

第４章４(4) 

ア 空き家の

多様な利活

用の促進 

（本文 39 ページ） 

不動産の流動化に効果があ

る、古い空き家等の解体につい

て支援を行うべき。 

１ 〔計画にご意見を反映しました〕 

４項目目と５項目目の間に

「空き家跡地を有効活用した、

新たな住宅需要等に対応するた

め、築年数の古い老朽空き家の

除却への支援について検討を行

う。」を追記します。 
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第４章４(4)

ア 空き家の

多様な利活

用の促進、

カ 大規模ニ

ュータウン

の再生 

（本文 39､40 ページ） 

空き家問題の長期化を踏ま

え、民間事業者との連携だけで

なく、ＮＰＯ等民間団体等の発

掘、育成についても取り組むべ

き。 

１ 〔計画の趣旨に一致しています〕 

第４章４(4)カ(ｲ)１項目目の

「･･･、その取組を継続的に実

施するための担い手となる「ま

ちづくり会社」の設立を支援す

る。」に記載しています。 

第４章４(5)

エ 住宅地の

緑化の促進 

（本文 43 ページ） 

ニュータウンの戸建て住宅地

などでは、所有者の高齢化や空

き家化などで、敷地内の庭木や

道路沿いの生垣の維持・管理が

困難となるケースが増えてお

り、地域の住民団体や NPO が支

援する取組が行われている。こ

のような事態が今後さらに増加

する可能性も高いことから、住

民団体等と行政が連携して対応

していくことが必要ではない

か。 

１ 〔計画の推進に際し参考とします〕 

敷地内の樹木の維持・管理

は、高齢化や空き家化の進行に

より適切な対応が困難となる事

態が生じていますが、原則とし

て、所有者が適切に対処すべき

ものと考えており、第４章４

(4)ウの施策を推進すること

で、所有者の意識啓発に努めて

参ります。 

第４章４(6)

ア 地域コミ

ュニティの

活性化 

（本文 44 ページ） 

「ア 地域コミュニティの活

性化」の記載内容は、兵庫県地

域福祉支援計画の記載（「まち

づくりの諸活動と、地域団体に

よる福祉活動を分離して進める

のではなく、一体的に推進して

いく。」）と連動した表現とすべ

き。 

１ 〔計画の趣旨に一致しています〕 

第４章１「(4) 他分野・民間

事業者等との連携や多様な主体

の参画と協働」の中で、福祉部

局をはじめとした関連分野との

連携強化について記載していま

す。 

全般  

都市部や多自然地域など、地

域の特色を活かした取組を行う

ことで、多種多様な住環境が創

出できるのではないか。 

１ 〔計画の趣旨に一致しています〕 

第４章４(4)の「カ 大規模ニ

ュータウンの再生」や(6)の

「イ 定住人口・関係人口の創

出・拡大」など、地域の特色を

踏まえた施策について記載して

います。 

 


